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あらまし 本会通信ソサイエティでは，2016年 4月より，一部の研究会で技報完全電子化トライアルを実施している．

この取り組みは，論文誌に続いて技報についても冊子体の発行をなくすことを目指したものであり，理事会・通信ソ

サイエティ執行委員会の承認のもと，通信ソサイエティ研専運営会議が主体となって進められている．本稿では，技

報完全電子化トライアルを支援するため，研究会発表申込みシステム及び技報オンラインシステムの改変に関する追

加設計と実装結果について概説する．
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Abstract From 2016, IEICE Communications Society (IEICE-CS) has provided a trial service of a complete elec-

tronic publishing of the technical report, in the part of workshops held by the technical committees. The aim of

this trial is to discontinue distribution of the technical report in book form, on which discussions are still underway

by the members of council of technical committee representatives, IEICE-CS. In this report, the authors explain

some additional design of the IEICE technical committee submission system to support the trial service. The

implementation results are also described with some web page images.
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1. は じ め に

学会は，研究者にとって同じ専門分野をもつ他の研究者らと

の交流や議論の場であるとともに，自らの論文を学会のオーサ

ライズを受けた形で公表できる場でもある（図 1）．多くの研

究者にとってこのメリットは大きく，一般のWebサイトのペー

ジで論文を公表する場合と比べてインパクトが大きく，学術刊

行物として出版されるため，書誌情報が付与されることにより

発行日の確定や引用も容易となる．しかし，学会の維持には多

額の費用を要し，事務職員の雇用，委員会・研究会の開催，書

籍・学会誌・論文誌・技報の印刷などの費用の確保が不可欠であ

る．近年は，インターネット上の文献データベース，リポジト

リ，SNSなどの普及によって学会以外での論文取得や交流の機

会が増えたことで便利な環境となっているが，依然として学会

の存在意義は大きい．このような中で，研究者らが支え合って

学会を維持していくためには，事務処理の自動化や出版物の電

子化が求められ，いずれは冊子体の廃止による完全電子化（電

子版のみによる出版）に至る必要がある．このことは，経済性
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図 1 学会が提供するサービスとその運営

図 2 技報完全電子化に向けた移行フェーズ

図 3 各移行フェーズにおける収入源

はもちろんのこと，速報性や利便性の向上にもつながる．

このような背景のもと，電子情報通信学会では 2014年 4月に

論文誌の完全電子化を達成し，研究会の技報についても，2006

年～2007年に電子投稿を開始して PDF形式での技報コンテン

ツの蓄積を行い，2010年 10月より本コンテンツを活用した技

報オンラインサービスを開始し，現在，冊子体と電子版の両方

の技報が提供されている [1]～[7]．そして，いよいよ 2016年 4

月からは，通ソの一部の研究会で，技報完全電子化を視野に入

れた「技報完全電子化トライアル」が開始されている [8]．本ト

ライアルでは，技報を完全電子化した場合の研究者にとっての

問題点，会場運営面での問題点，費用面での問題点などを明ら

かにすることも目的としている．事務処理の自動化のため，研

究会発表申込みシステム及び技報オンラインシステム（以下，

研究会システム）の改変・機能追加を行い，技報完全電子化ト

ライアルの実施が円滑に行えるようにした．

本稿では，まず，技報電子化トライアルの内容を概説し，そ

の実施にかかわる改変のための追加設計について述べる．そし

て，実装結果について，実際のWeb画面を参照しながら説明

する．

2. 完全電子化に向けた移行フェーズ

電子版の技報を提供する技報オンラインサービスの実現につ

いては，通信ソサイエティ（通ソ）研専運営会議と通ソ技報電

子化検討ワーキンググループ（WG）の貢献によるところが大

である．通ソ技報電子化検討WGは，2007年，当時の通ソ会

長であった新潟大学 教授 間瀬憲一先生の考えに賛同する形で

発足した．WGが 2009年に取りまとめた提言によれば，図 2

に示すように，研究会の技報の完全電子化については 2段階の

実用フェーズを設け，まず，実用フェーズ 1では，冊子版と電

子版の両方の技報を出版できるようにし，冊子版が主で電子版

が副の状態で利用してもらう．次に，実用フェーズ 2では，冊

子版の印刷を止め（または極限まで縮小），電子版のみの提供の

段階に移行する．実際，通ソでは 2010年 10月から実用フェー

ズ 1（2年のトライアル期間を含む）に移行し，情報・システ

ムソサイエティ（ISS）や基礎・境界ソサイエティ（ESS）も，

2013年度と 2014年度にそれぞれ移行している．実用フェーズ

1が長く（5年以上）続いていたが，最近の通ソ研専運営会議

での活発な議論により，いよいよ 2016年 4月より技報完全電

子化に向けたトライアルを実施する運びとなった．

学会（すなわち研究会活動）の維持のため，冊子体の技報が

廃止された場合，冊子体の売上に代わる収入源を考えなければ

ならない．図 3に，各移行フェーズにおける収入源について示

す．実用フェーズ 1では，冊子版と電子版の両方の技報を提供

するが，冊子版が主であるため，電子版は特典として冊子版が

見られる個人に無償で提供している．ただし，研究会発表者は，

発表ごとに別刷を購入する必要がある（通ソでは購入義務あり，

6ページ原稿時 30部で 4,814円，8%消費税込み）．研究会参

加者は，義務ではないが，冊子版の技報を見るためには当日売

りの技報を購入するか，年間予約をして当日に会場で受け取る

必要がある．なお，年間予約では，参加しなかった研究会の技

報は翌月に郵送される仕組みが採用されている．

図 3 中の実用フェーズ 2 の列に，例として，技報完全電子

化トライアルにおける収入源について示す（詳細は次章で述べ

る）．別刷の購入に代わって，掲載料の支払いを求め，その代

金は，別刷よりも安価に設定する．一方，研究会参加者につい

ては，年間予約や当日売りの技報の購入に代わって，研究会の

年間登録（年間登録費が必要）または参加費の支払いを求める．

このように，これまでと比べて，より受益者負担に近い形態と

なっている．

実用フェーズ 2では，研究会会場で冊子版の技報は配布され

ないが，技報の発行日は研究会開催初日の 1週間前のため，そ

の発行日になるとダウンロードできるようになり，会場に出向

く前に事前に PCに保存し閲覧できる．なお，当日にオンサイ

トで参加費を支払った場合，研究会会場にインターネット環境

がない場合は電子版の技報のダウンロードができない問題が発

生する．このような課題の洗い出しもトライアル期間における

ミッションとなっている．

3. 技報完全電子化トライアル

3. 1 概 要

2016年 4月から通ソの 8研究専門委員会が主催する第 1種

研究会（A・P，CS，CQ，PN，ICM，IA，SR，SRWの各研

― 68 ―



3,000 +

3,000 + 5,000 +

→ IEICE

図 4 研究会参加時の費用

PDF

2017

PDF

4,000 + 6,000 + 8,000 +

10 PDF 1,500 +

図 5 研究会参加時以外に電子版技報を閲覧するための費用

究会．以下，トライアル 8研究会）において，技報完全電子化

トライアルが開始されている．図 4と図 5を参照して，研究会

参加時の場合とそれ以外の場合について，トライアル実施にお

ける費用面について説明する．

図 4に，研究会参加時の費用を示す．研究会には，発表者と

参加者が出席する．発表者には「掲載料」を，参加者には「参

加費」を支払ってもらう．ただし，「冊子体の技報年間予約者

（将来的に廃止または縮小）」「年間登録者（別途年間登録費が

必要）」「IEICE学生員」は参加費が不要である．

図 5 に，研究会参加時以外に電子版技報を閲覧するための

費用を示す．個人向けと団体向けに分けて説明すると，まず，

個人は，研究会の年間登録を行うと 1 年間当該研究会の技報

PDFをダウンロードでき，開催ごとの参加費も不要となる．つ

まり，年間登録とは参加費の年払いのようなものであるともい

える．年間登録のほかには，ダウンロードライセンス（ダウン

ロード権）を購入して技報 PDFを閲覧することもできる．ダ

ウンロードライセンスは，2015 年度のクーポン販売トライア

ルで提供が開始され，トライアル 8研究会以外の通ソ研究会技

報もダウンロードでき，技報完全電子化トライアルとは別枠で

考えた方がよいかもしれない．

次に，団体向けについて説明する．2017年度から団体向けに

サイトライセンスを提供する予定である（議論中）．これを使

えば，団体に所属する個人は 1年間技報 PDFをダウンロード

できるようになる．

表 1に，研究会参加者の分類とダウンロードできる電子版技

報について示す．発表者，及び，参加費（表 2に参加費の一覧

を示す）を支払った個人は，どちらも当該開催の研究会の電子

版技報を開催日の 1週間後までダウンロードできるが，併催相

手の技報が見られるかどうかの違いがある．年間登録費（表 3

に年間登録費の一覧を示す）を支払った個人は，同じ研究会に

2回以上出席する場合は経済的であるほか，1年を通して電子

版技報を閲覧できる．冊子体の年間予約者については，トライ

表 1 研究会参加者の分類と料金及びダウンロードできる電子版技報

表 2 参加費の一覧

表 3 年間登録費の一覧

アル期間はこれまでと同様に特典のダウンロードライセンスを

発行し，代表者の参加費を無料とする．IEICE学生員について

は，8研究会の電子版技報を約 1年分の回数だけダウンロード

できるクーポンを無償配布する．

3. 2 集 金 方 法

上述のように多様なステークホルダーの参加者を研究会シス

テムでエレガントに収容・集金処理する方法を検討した結果，

表 1の集金方法の列に示すように，オンライン決済については，

クーポン販売による集金と掲載料の集金の 2通りの方法で集金

することにした．

参加費と年間登録費を支払った個人については，オンライン

決済でクーポンを販売し，それをライセンス登録してもらって

電子版技報をダウンロードできる状態にする．クーポン販売は，

料金収納とダウンロードライセンスの発行の両方を可能とする

最良の手段であった．

発表者はこれまで通り，メールアドレス認証で電子版技報を

ダウンロードできる状態となっており，ライセンスの発行が不

要である．また，掲載料の支払い状況の管理は発表申込みごと

に行う必要がある．そこで，掲載料の集金は，技報オンライン

システム側ではなく，研究会発表申込みシステム側で独立して

行う方法を採用した．
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図 6 データベーステーブルの設計

4. 研究会システムの追加設計

4. 1 データベース設計

図 6に商品・クーポン・ライセンスに関するデータベーステー

ブルの追加設計について示す．当初からクーポン販売に備えて

商品テーブルを設計済みであったが，今回，技報完全電子化ト

ライアルを支援するのに際して再検討したところ，追加・修正

すべきフィールドがあったため，それらを設計に組み入れた．
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まず，データベーステーブル構造の概要から説明すると，図 6

中の赤枠・赤矢印のように，商品テーブル，クーポンテーブル，

ライセンステーブルは入れ子構造になっている．クーポンを購

入すると，商品テーブルの赤枠の値が抜粋されてクーポンテー

ブルのレコードが追加され，クーポンを登録すると，クーポン

テーブルの赤枠の値が抜粋されてライセンステーブルのレコー

ドが追加される．

設計を見直したり追加した主なフィールドは，消費税の変更

に対応すべき箇所，クーポンの販売価格（当時）を保持する

フィールドの追加，会員・非会員／一般・学生の種別の追加，

領収書 IDの追加，商品の表示順の追加，商品の販売期間の追

加，商品の公開フラグの追加などである．

参加費の商品レコードについては，開催プログラムが公開さ

れた時点で自動的に登録される．柔軟性をもたせるため，自動

登録のための情報を開催スケジュールのレコードに保持するよ

うにし，料金や参加費の分類などを研究会幹事が自由に修正で

きるようにした．将来的にほかのソサイエティに本トライアル

が展開した場合のことを考えて，ソサイエティごとに別々のデ

フォルト値をもてるように工夫した．

4. 2 ページ設計

図 7にページフローの設計について示す．掲載料支払いでは，

掲載料の支払い画面を新設する．発表者をその画面に誘導する

ため，発表申込み時の確認メール，原稿アップロード時の確認

メール，掲載料の案内メール（新規発表申込み時に 1回だけ送

信）の 3手段で周知することにした．

参加費・年間登録費の支払いについては，開催プログラム画

面や開催スケジュール一覧画面に「参加費について」のリンク

を新設して誘導することにした．なお，参加費や年間登録費に

ついては，支払うべきではない条件が存在する．例えば，年間

登録や冊子体の年間予約がある場合は参加費は不要であるし，

IEICE学生員も無料である．そのため，まず，参加費に関する

説明画面をワンクッション画面として表示させ，本当に参加費

が必要どうかを確認してもらい，続いて，クーポン購入画面へ

のリンクをクリックしてもらうようにした．クーポンの購入画

面には，技報オンラインシステムのユーザ設定メニューからも

たどり着ける．

オンライン決済については，掲載料の決済とクーポン購入の

決済の 2種類が存在するが，今後の拡張性を考えて処理の共通

化を行い，一つのプログラムで決済処理ができるようにした．

後述する領収書の発行についても併せて共通化した．

5. 実 装 結 果

図 8 に，技報オンラインシステムのユーザ設定メニューの

追加について示す．図中の赤線で囲まれた項目が追加したメ

ニューであり，それぞれ，「参加費・年間登録費の支払い／クー

ポンの購入」「学生員・海外会員向けクーポンの取得」「学生員

向け年間登録費クーポンの取得」である．クーポンの取得の二

つのメニューは，アンケートに回答することによって，ダウン

ロードクーポン（通ソ研究会の技報を 10回ダウンロードでき

る）や年間登録費クーポン（トライアル 8研究会の技報を 1年

図 8 技報オンラインシステムのユーザ設定メニューの追加

図 9 クーポンの購入画面

分ダウンロードできる）を学生員に無償で配布するためのもの

である．

参加費・年間登録の支払い／クーポンの購入のメニューを選

択すると，図 9の画面が表示される．この画面では，商品テー

ブルに登録されたレコードのうち，現在有効な商品（クーポン）

が全て表示される．上部の絞り込み条件をクリックすると年間

登録費や参加費などに絞り込むことができる．なお，参加費に

ついてのページからこのページに遷移した場合は，当初から，

当該開催用のクーポンだけに絞り込まれた状態となる．

図 10に，掲載料の支払い画面を示す．この画面は，研究会
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図 7 ページフローの設計

発表申込みシステム側に実装されている．支払い状態の行には，

掲載料が必要な発表かどうか，未払いか，支払い済みか，など

の情報が表示され，下部のボタンは，支払いが必要な場合にだ

け有効になる（押せるようになる）．このように，誤操作を防

止する工夫を随所に施している．

研専運営会議で要望が高かった領収書の発行機能も実装し

た．図 11に発行された領収書のサンプルを示す．英語の発表

申込み画面から申し込む発表者のことを考慮して，英文の領収

書にも対応した．領収書の宛名書きについては，デフォルト値

から選択するか，または，自由に入力ができる．品名について

は研専運営会議及び事務局と相談した結果，当面は複数の候補

値から選べるにとどめて，選択肢以外の品名を希望する場合は

個別対応することになった．領収書は，オンライン決済後に，

LATEX2εを使ってサーバ上で自動生成され，添付メールで送信

されるようになっている．なお，クーポンの購入時については

品名は固定とし，クーポン購入画面の 1行目の太字の部分が品

名として領収書に現れることになる．このため，クーポンの品

名（太字部分）の記述については注意深く吟味して決定した．

これまで，クーポンによるライセンスは，技報オンライン

サービスのトライアルクーポンと外海開催用の開催クーポンだ
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図 10 掲載料の支払い画面

図 11 領収書の発行

けであった．今回の機能追加で，購入クーポンが追加されるこ

とになった．クーポンの登録後，ライセンスとしてそれを利用

できるようになるが，購入したものについては消費優先順位を

微調整したい要望が増すと考えられる．これまでの消費順を決

めるソートキーは，大枠としては「クラス値」と「年間予約 or

クーポン」の二つであった．これらのソートキーだけでは，同

じクラスのクーポンどうしでライセンス消費順の変更ができな

いため，今回，新たに「サブ優先度」を追加し，設定できるよ

うにした．設定画面を図 12に示す．図のように，技報オンラ

インシステムのユーザは，ユーザ設定メニューの「ライセンス

消費優先順位の確認と変更」をクリックすることで，自分自身

で「クラス値」と「サブ優先度」の値を編集できる．

年間予約特典のライセンスはシェアされることがあるため，

そのクラス値は編集できないようになっている．デフォルトで

図 12 ライセンス消費消費優先順位の設定画面の拡張

は，複数人でシェアされる可能性のある年間予約特典ライセン

スの消費優先順位が低くなっている．まず，この点から見直し

てカスタマイズしていただきたい．また，有効期限が近いライ

センスを優先的に消費できるように選択肢を追加したり，プロ

グラムを調整して動作のチューニングを行った．活用していた

だきたいと考えている．

6. お わ り に

本稿では，技報完全電子化トライアルの概要，並びに，本ト

ライアル実施のための研究会システムの改変にかかわる追加設

計について述べた．また，実装結果について，実際のWeb画

面を参照しながら説明した．考え得る機能は全て実装したつも

りである．ユーザからの要望や今後の研究会運用形態の変更に

よって，研究会システムの改変の必要性が生じた場合は前向き

に検討したい．

大学にもいえることであるが，学会は「知識の場」であるべ

きと考えている．欲しい知識はいつでもそこにあり，共有でき

る知識は共有できるようにするといった場である．どのように

すれば研究者らで貴重な学会の場を永続的に維持できるのか，

引き続き考えたい次第である．
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